海外農林業協力ＮＧＯ等活動促進事業

【様式１】

番　　　号

年　月　日

社団法人　国際農林業協働協会

会　　長　　東　　久　雄　殿

団 体 名
代表者名 　　　　　　　　印

平成21年度人材養成・研修事業 内外NGO同士の技術交流
現地技術交流申請書について

貴協会の「現地技術交流事業実施基準」第５条の規定に基づき、下記交流の実施について申請致します。
記



交流名：


交流に必要な経費　　　　　　　　　　　　　円
平成21年度

現地技術交流申請書
１．申請NGO
（１）団体の名称

（２）団体の所在地

（３）代表者の氏名（経歴書添付のこと）
（４）設立年月日および会員数

（５）事務局の職員数（有給、無給の別）

（６）海外協力活動を行う趣旨
（７）協力活動の概要
（８）農林業分野における活動概要
（９）他からの助成の有無（ある場合は補助事業名、事業内容、補助額等を具体的に記入）

（10）最近の主な活動（ただし、パンフレット等があればこれを代用可。）

２．現地技術交流を申請する農林業協力活動
１）協力活動名：　申請NGOのプロジェクト名

	プロジェクト内容
	日本人の有無

（有は氏名記入）
	公的支援の有無

	
	
	（有は名称記入）
	左の支援額

	分野名

・

・

・
	
	
	



２）協力実施場所：　上記プロジェクトを実施している場所

　　　　　　　　　　　　　○○国○○州○○県（郡）○○村

３）協力を開始した年月：○○○○年○○月
４）協力相手側団体：　上記プロジェクトのカウンターパートである現地NGOなどの
名称および組織概要

５）協力の目的：〔簡潔に記述〕

６）協力の概要（上記プロジェクトの全体計画と現状）
（１）全体計画：

（２）現在の活動状況：

（３）運営管理上、または技術的な課題：

７）協力に参加しているスタッフ等

（１）わが国NGOのスタッフ：　　　　　　　人（うち常駐日本人スタッフ　　人）

（２）現地NGO等協力相手側スタッフ：　　　人

（３）地域の参加農民：　　　　　　　　　　　人

（４）その他：　　　　　　　　　　　　　　　人

３．交流計画

（１）交流目的：

（２）交流の具体的内容：

（３）交流に参加するスタッフ（5名以内）：別表1に記入

（４）交流チーム派遣時期：○○○○年○○月○○日～年○○月○○日（○○日間）

（５）交流日程（案）（移動日含む、様式自由、添付可）
（６）交流チーム受入側農林業協力活動名および協力の概要

（７）上記（５）の協力実施NGO名（日本のNGOが参加している場合は日本のNGO名も記載のこと）

	NGO名
	プロジェクト内容
	日本人の有無
	公的支援の有無

	
	
	
	（有は名称記入）
	左の支援額

	・

・
	・

・

・
	
	
	


（８）上記プロジェクトを交流先として選んだ理由

（９）交流チーム受入承諾の有無

４．交流の担当者（申請NGO）


部署



氏名



TELおよびFAX



Eメールアドレス

４．交流経費

交流に必要な経費の積算を別表2に記入。

５．交流の完了期日：○○○○年○○月○○日

（交流は当該会計年度の2月末日以前に完了するものとする）

（別表1）　　       　申請NGO（交流チーム派遣側）の交流参加者
	氏　名
	業務担当分野

	NGOスタッフ（5名以内）

①

②

③

④

⑤
	


（別表２）
交流に必要な経費の積算1
	参加人数
	旅費2
	現地業務費3
	合　計

	
	鉄道賃等
	航空賃
	滞在費
	渡航

雑費
	小　計
	車両借料
	資料
購入費
	通訳料
	通信費
	会議費
	小　計
	

	
	
	
	日　当
	宿泊費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	○○駅～○○駅

＠○千円×人数

　＝　　　　円
	○○空港～○○空港

＠○○○千円×人数

＝　　　　　　円
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１．上記の積算に当たり、可能な限り詳細な積算根拠を明記する。

２．旅費のうち

（１）航空賃は一人当たりエコノミークラス往復正規割引運賃。
（２）宿泊費は、起点地を出発した日から起点地に戻る日までの間の宿泊数につき、宿泊予定額（不明の場合は9800円）を乗じた額を支給する。ただし、研修交流期間は原則として10日間以内とする。日当は、目的地最寄り駅／空港／ターミナルに到着した日から帰国のために同地を出発する日までの滞在日数につき、4200円／日を乗じた額を支給する。ただし、起点地を出発した日と目的地に到着した日が別の日の場合の起点地を出発した日、および帰国のため目的地を出発した日と起点地に到着した日が別の日の場合の起点地に到着した日の日当は支給しない。
（３）渡航雑費の種類は渡航保険料、健康診断料、予防接種料、旅券手数料、査証取得料、出入国税および空港税として1万7000円を上限とする。

３．現地業務費は、可能な限りその詳細を明記する。
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